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書評
田中 充編著『H本の経済構造と部落産業
国際化の進展と中小企業の課題一―-』
上 野 紘
1 本書の特徴
日本経済は今日，冷戦体制崩壊後の世界的規模での「大競争時代」への突入と，そ
のもとで進展している国際分業体制の大幅再編成のなかで，まさに歴史的な変革期に
直面している。ここで抱えている問題としては，一つに高水準な円相場と高コスト体
質の定着化に伴う海外生産化の拡大や製品輸入増大から派生している「産業空洞化」
問題がある。もう一つには，戦後にキャッチアッブ型として形成されてきた日本的経
営，集団主義，重層的下請分業構造，系列取引等々，いわゆる「日本的産業システム」
の行き詰まりの問題がある。要するに，これまでの成長を導いてきた「構造」と「シ
ステム」の同時変革という，日本経済のあり方の根幹に関わる問題が突き付けられて
いるのである。
このような大変動は，いうまでもなく日本経済を実質的に支えてきた中小企業にも
重大な影響を与えざるをえない。前向きの議論としては，専門化による自立性と対等
取引をベースとする企業間の緩やかなネットワーク型構造構築への契機が主張され，
その要素が部分的に芽生えつつあることも確かである。しかしその反面で，多くの中
小企業は存続基盤を確実に失いつつある事実も認められる。とりわけ，国際競争力の
弱化している地場産業や下位層下請企業など製品・技術開発力，コストダウン能力面
での限界的企業へのマイナス・インパクトは大きい。さらに地場産業としての存在割
合の多い部落産業に関すれば，これまで不当な差別によって成立•利用され中小企業
の最末端層に位置づけられてきただけに，内外経済環境の激変から受ける影響と不安
は計り知れないものとなっている。
ひるがえって，地場産業は国民生活に直結する消費財製品に深く関わっている。そ
の国民生活の質的充実が叫ばれているなかにあって，地場産業の発展可能性に対する
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期待はむしろ今後こそ大きいはずである。まさしく平等・対等なネットワーク関係の
なかで地場産業の一角を成す部落産業のもつ高い技能の承継と新製品開発力強化を基
礎とした産業基盤が構築されるか否かが，今後における日本の経済社会の充実した発
展を図るための試金石となっていよう。
さて，本書は，国際的観点に立ったうえでの大企業と中小企業の望ましい関係＝社
会的合理的分業関係の樹立を信念にして日本経済における部落産業の存続•発展の重
要性を長年追求し，検証されておられる著者が，目下の激動する内外経済情勢のもと
での部落産業問題についてまとめたものである。著者の最近の関連著書としては1992
年に『日本経済と部落産業—中小企業問題の一側面一』（解放出版社）が刊行され
ているが，今回はとくに国際化の進展と経済・社会政策の課題を重点に据えた分析が
特徴となっている。
2 本書の構成と内容の概略
本書は，次のような6章によって構成されている。以下では，各章の内容を概略的
に紹介することにしたい。
第1章部落産業に関する基本的認識
第2章貿易自由化・輸入の制度的変化と皮革靴業界へのインパクト
第3章 日本の経済社会と部落産業問題
第4章 日本経済と部落問題
第5章部落産業発展のための課題
―産業社会における基本的人権の確立をめざして一一—
第6章 ゆれ動く世界と中小企業問題
—ポーダーレス時代の中小企業存続•発展の課題—
まず第1章では，日本の『人種差別撤廃条約」批准 (1995年12月）， 5年延長されて
きた現行『地域改善対策特定事業に係わる国の財政上の特別措置に関する法律』（『地
対財特法』）の97年3月末期限切れ，さらに『部落解放基本法』制定への気運の高まり
などを背景に，いまこそ部落問題が最も顕著にあらわれてきている産業の側面につい
て日本経済の構造的特質との関連で原点に返って熟考する必要があるとの観点から，
『部落産業の基本的認識』がまとめられている。すなわち，と肉業・皮革業・製靴業・
荒物業・仲買業・行商などに代表される部落産業が差別の結果，わが国産業経済の二
重構造の最底辺に“しずめ石”として位置づけられてきた歴史的経緯や，伝統的地場
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産業あるいは中小・零細規模経営として部落産業がもつ固有の特質と問題点が分析さ
れ，部落差別の本質的目的が政治的には分断支配，経済的には搾取にあり，そのため
部落産業が常に劣悪な労働・作業環境と厳しい経営条件を余儀なくされてきたこと，
また需要構造変化や技術革新，国際化の進展している今日，産業としての問題がます
ます深刻化している状況が把握されている。ここに，部落産業対策に際して単に中小・
零細企業対策としてでなく，「差別の撤廃」＝「部落完全解放」，「二重構造問題」とい
う視点に立っての積極的な特別対策の必要性が求められるのであるが，現実的には，
同和対策が経済効率主義の浸透下で一般施策のなかに組み込まれる傾向にあるなど，
そうした視点は縮小・後退してきているという。そこでこのような時期に至って，『部
落解放基本法』の早期実現とともに部落産業を現代資本主義構造のなかで再度明確に
位置づけ，そこから真の対策を生み出すことの重要性が提言されている。その際単な
る保護的対策としてではなく， 21世紀に向けてのニュービジネスとしての認識ととも
に，経営や技術などを主眼とする高度の人材育成・教育・訓練の実施・充実・強化・
開発が行われなければならないとしている。
第2章では，国際化の進展・自由化の荒波が部落産業を直撃しているシビアな実態
について，輸入の制度的変化とその大阪皮革靴業界への影響を分析の中心に据えなが
ら，貿易統計の精査を加えて究明している。それによると，わが国履物の輸入は
1982~91年度の10年間に足数・金額とも約3倍近くも増加しており，その増加傾向が
とくに86年度のTQ制度（関税割当制度）への移行を契機に著しくなっている。また
TQによるわが国皮革靴輸入の国別推移では， 87年度の第1位韓国から88年度以降は
第1位イタリア，第2位米国へと様変わりしつつ，とくに93年度のクリントン政権成
立以後の米国からの輸入攻勢が目立っている。そしてこの輸入の制度的変化がもたら
している影響として，近い将来における牛肉と同様の完全自由化に対する不安，業界
内における企業間格差拡大，新規開業企業の不利性など，「差別の後遺症」ともいうべ
き事態の発生が懸念されるとしている。そこで著者は，日本経済の国際化とトータル
ファッション化が同時進行しているいま，国民の生活文化を担う当業界が近代的ニュ
ービジネスとして脱皮していくために，業者自体の企業家精神の発揮と，これを支援・
育成する抜本的施策の必要性を強調指摘している。
第3章は，著者の専攻分野である産業経済学の視点から産業構造論，産業組織論お
よび中小企業問題との関連で部落産業を論じている。「1.産業構造と部落産業」では，
産業構造の概念についてそれが歴史的に発展・推移するダイナミックな概念であるこ
93 
276 闊西大学『経清論集』第46巻第3号 (1996年9月）
との確認とともに，そこに二重構造，大企業・中小零細企業問題の発生や中小企業の
存続，サービス経済化，産業のソフト化の進展する根拠，そして産業構造・産業社会
に対する望ましい管理・政策の必要性などが，マーシャルの『経済学原理』における
「森の比喩」論，あるいはペティ，クラークの法則，ホフマンの法則の解説を通じつ
つ考察されている。次いで「2.(1)・(2)産業組織と部落産業」では，ベインの『産業
組織論』と巽信晴教授の見解を活用しながら「市場構造」「市場行動」「市場成果」と
の関連で部落産業が部落外大企業の参入や高級品，低額品輸入増によって厳しい状況
に直面させられている現状と問題点が具体的，実証的に分析されている。そのうえで
「3.同和問題に関する企業および地方自治体・行政の取り組みの現状と問題点」に
おいて，企業の社会的・公共的責任，また望ましい市場成果を保証していくような競
争＝『有効競争』の実現に向けた公共政策の役割との関連で，遅ればせながらも抜本
的な対策・施策が講じられつつある現状とそこでの問題点・課題などが事例紹介され
ている。民間サイドのケースとしては佃同和地区人材雇用開発センター，大企業の 2
社，同和問題に取り組む全国企業連絡会が紹介され，また地方自治体サイドのケース
としては伝統的地場産業の振興，後継者・若手企業経営者育成に対する 2~3県の支
援事例が紹介されている。ここでの結論は，同和問題が基本的人権に関わる重大な問
題＝「国家の責務」・「国民的課題」であるとの認識に立って，建て前でなく真の意味
であらゆる差別を許さない＝基本的人権問題に取り組むことから始めなければならな
い。また，日本企業の不当な利潤を拡大するためのなりふりかまわぬ「系列化」が国
際的にも問題視されてきている折り，企業倫理・人権問題に関する組織化・系列化こ
そが望まれるとしている。「4.皮革靴産業の現状と課題―『大阪靴メーカー90年代
のビジョン』 (1)をつうじて一」では，皮革靴産業を事例に部落産業の存続•発展へ
の課題が検討されている。ここでの論旨は，わが国履物産業が発展産業であること，
またそうであるために国内市場が海外から狙われているため，当業界の生産者と流通
業者との組織化・共同研究・開発といった密接な関係＝「融合化」を積極的に推進す
るなどそのあり方を見直す必要があるという。これを大阪の業界に見た場合，経営上
の強みとして①経営者の世代交代が進んでいる，②商品の絞り込み＝婦人靴への特化，
③オリジナルな商品生産が比較的多い。しかしその反面，経営上の弱みとして①生業
的性格に伴う人材採用・資金調達・税制面での不利，②限定的な販売チャネル，③企
業規模の零細性，④従業員に占める「社員」の少なさ，⑤長時間労働，⑥低い収益性
などが認められるとし，ここから業界の対策としては商品力強化＝ニーズ志向，生産
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力強化＝ファッション・アパレル産業の重要な担い手であることの認識，販売力強化＝
流通の再構築（リストラ），経営基盤強化＝近代的・合理的経営とそのための企業家精
神の発揮，が必要であるとしている。
第4章は，部落問題のとくに産業・経済的側面における『国民的課題』の認識の重
要性を訴えるべく，日本で部落産業とみなされ不当な差別を受けている業種がヨーロ
ッパでは伝統的手工業として中世以来，歴史的・社会的に高い地位を占め，かつ自国
民・行政に支えられて国民の基本的生活を担っている状況について，著者の海外調査
研究を踏まえて論究している。
まず「1.ョーロッパの食肉産業事情」では， ドイツ，オーストリア，イギリスの
食肉産業の一端が紹介されている。例えば，ミュンヘン郊外の「総合畜産・農産物経
済センターjでは，家畜の放し飼い牧場とそれに隣接すると場・調理場・畑・直売セ
ンター・レストランがあって人気の観光名所となっており，日本の食肉産業振興に対
しても示唆を与えている。またウィーンでは，新鮮な肉類が大手スーパーではなく，
個人経営の精肉業者で買い求められるようになっていること，ロンドンの食肉業者の
中央市場である『スミスフィールドマーケット』も観光名所として活気あふれている
ことなど，そのシステム，政策支援体制が日本とは大きく異なっているという。ただ
し，ョーロッパにおいても「狂牛病」問題のように国際貿易上におけるトラプルが発
生しているが，そうした場合にも英国政府はもちろん各国政府とも理論的にきちんと
反論し合い，明快な対応を行っている事情が検討されつつ，日本政府の輸入問題にお
ける曖昧な対応ぶりとの対照性が浮き彫りにされている。そこで「2.阪神大震災と
神戸の地場産業」を取り上げて，この震災が「弱者を襲った『差別的人災』」との本多
勝ー氏の規定に準拠しつつ，震災直後に見られた日本政府や一部の人の消極的行動や
大打撃を受けた地場産業としてのケミカルシューズ業界の実態把握を通じながら，日
本の内なる産業社会面での人権確立のための行政施策の重要性を求めている。次ぐ
「3.『国際皮革靴・素材見本市』・イタリア靴学校および靴メーカー視察団に参加し
て」では，世界的地位にあるイタリア靴産業の実情（靴学校，工業団地における量産
工場と手作りの小規模工場，見本市展示場）が紹介され，同国の靴産業が中世以来権
力者の手厚い保護のもとで伝統的に高い地位を享受してきたというプライドや，木型
などリーダ一部門・人材の重要性が確認されつつ，その裏返しとして輸入自由化など
によりファッション産業の構造転換が迫られている大阪皮革靴産業にとって靴デザイ
ナー・専門技術者の養成が重要課題となっていること，さらにイタリアの靴産業と異
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なり不当な身分差別の結果として生成されてきた日本の靴産業に関して，その抜本的
施策が人権問題の立場から行われる必要性などが提言されている。そこで「4.部落
産業の発展をめざしての業界・運動体および行政の努力と協力」においては，そうし
た日本における伝統的地場産業としての部落産業の地域に根ざした発展に対する基本
的人権復活のための運動の重要性の指摘とともに，その運動の一環として著者が参画
し作製された「奈良県の部落産業紹介ビデオ」（奈良県商工労働部， 1996年2月）が紹
介されている。内容は，奈良県における部落産業の江戸期，明治期の差別的政策，さ
らに戦後経済成長期の就職差別といった歴史や産業の特徴と現勢，工業団地建設の経
緯などが織り込まれつつ，部落産業発展のためには運動体と行政の全面的なバックア
ップとしっかりした将来ビジョンが必要であること，またそのビジョンの着実な実行
と国民のサポートが重要であることなどが著者によって語られている。
ところでいまや地球規模での経済活動がますます進展し，日本の中小企業もそれへ
の積極的対応が要請されている。そこで「5.内外環境の変化および新しい世界経済
秩序の展開と日本」では，そうしたなかで部落産業においても目前に迫っている皮革・
靴などの完全自由化に対して国際的立場から産業・業界基盤の改善・確立策が採られ
なければならないとして，今後の中小企業の存続・発展にとっての一つの重要な条件
となっているPL法（製造物責任法）およびISO(国際標準化機構）を取り上げてそ
の主旨を整理している。併せて， ISO9000シリーズ（品質管理に関する 5つの国際規
格）の活用いかんで効果が期待できる項目として①経営の効率化（業務の標準化・生
産性向上），②PL法対策としての体制構築，③組織の体質改善，④他部門業務への効
果，⑤従業員のモラルアップなどのメリットを指摘している。
第5章では，部落産業に直接関わっている人々（中心的指導者，若手経営者）と著
者との対談，座談会の内容が掲載されており，部落産業に関わる人達がいかに歴史的・
社会的なハンディを乗り越えて国民の生活文化を担う産業へさらに飛躍•発展させよ
うとしているかの抱負・意気込み・企業家精神などが示されている。このうち「1.
近代的企業の育成を一国際化・高度技術化のなかの産業対策―」は川口正志氏（部
落解放同盟）との対談で， 1969年に制定された『同和対策事業特別措置法』以前の部
落産業の実態から議論が進められている。ここで部落産業の特徴として①経営面の零
細・過小性，世襲的生産，家族的経営，②労働面での家族労働中心の雇用労働力，③
生産設備・技術•履用関係における近代化の著しい遅れ，④労働環境面での経営と労
働・職場と住居の未分化などが再確認される一方，問題点として①生産組織・形態・
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経営規模の零細性，②多種少量生産，③労働集約性，④金融資金難，⑤下請・家内職
的性格，⑥問屋依存型，⑦乱立による過当競争と慢性的窮乏化，⑧協業・組織化・業
界再編成，あるいは部落産業の零細性の理由としての歴史的・社会的差別の問題が提
示されている。また『特措法』以後の国や自治体による部落産業対策（組織化・企業
集約化，資金援助による企業の近代化，技術改善など）や高度化事業の問題点，さら
に『特措法』から23年を経た現在における部落産業の状況と問題が議論されつつ，世
界各地域からの輸入品増加とこれに対するソフトとハードの両面を活かした高度の研
究指導体制への脱皮，産地ブランドの育成，経営指導員の充実など生き残り策につい
て深く討議されている。
「2.若手のつながりで業界活性化を：東京の皮革関連産業若手会の取り組み」は，
東京の皮革関連企業の若手経営者など6人と著者による座談会で，ここでは「若手会」
設立のいきさつ，異業種交流の取り組み，輸入自由化・機械化問題などが議論されて
いる。その要点は，皮革業界全体の転換期を担っていく若い人が活発に活動できる場
の必要性，そのためにオープンな情報交流が重要であること，製品づくりに対しては
機械化しつつも量産・画ー的なものではなく，開発途上国にはできないようなきめ細
かく，高い感性と品質・技術をともなった製品づくりが必要であること，さらには海
外との競争についてもこれを脅威として受け取るだけでなく，輸出や提携など前向き
に活かしていく方向性にあることなどが主張されている。
終章としての第6章では，今日の部落産業問題について，従来のような「同和対策」
の一環として「個」ないし「孤」として取り上げられるべきでないとの立場に立って，
国際的観点における中小企業問題（研究）との関連で論じている。この章の構成は，
1. 国民経済における中小企業の地位・役割， 2. 中小企業への世界的な関心と期待，
3. 中小企業（問題・論）の潮流， 4. 産業構造および内外環境変化への対応から成
っており， 1 • では日本的産業経済の二重構造問題，後継者問題，能力発揮の場とし
ての中小企業，国民経済の担い手としての中小企業が捉えられ， 2. では先進諸国，
社会主義，開発途上国それぞれにおける中小企業への期待がその背景と目的を加えて
論じられている。 3.ではそうした世界の中小企業に対する期待との関連で自由諸国
における中小企業のタイプ分けを試みた滝沢菊太郎教授の整理---<D経営活力源・競
争重視タイプ（アメリカ，イギリスなど），②生活の多様性重視タイプ（ヨーロッパ），
③貧困・失業問題解決のための開発重視タイプ（開発途上国），④対大企業との格差重
視タイプ（日本）—を提示するとともに，著者自身も日本の中小企業について問題
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論別タイプ分けを行っている。すなわち日本の中小企業（問題・論）には，①少数の
巨大企業と競争している「対寡占関係」，②「民主革新的中小企業（問題・論）」，③「中
小企業成長（問題・論）」，④ベンチャービジネスなどの「エリート中小企業（論）」，
⑤ 「小・零細の窮迫的自立化（問題・論）」，⑥格差構造（問題・論）」など多様なタイ
プがあり，まさに異質多元的な存在となっている。したがって，中小企業施策もこの
ようなタイプを考慮しつつ大企業と中小企業が社会的な合理的分業関係を構築する目
的をもって，それぞれのタイプに適応した綿密な施策を講じる必要があるとし，だめ
な中小企業に対する自然淘汰の考え方は許されないと強調している。そこで4.では，
いまや中小企業政策にとっては単なる経済政策だけではなく，社会政策を採り入れた
手厚い総合政策の必要性とともに，今後中小企業にとって問題になってくる産業構造
や内外環境の変化にいかに対応すべきかについての指針が提示されている。すなわち
今後の問題要因として，①技術革新，②原材料，③需要構造，④労働力，⑥自由化・
国際化，⑥資本，⑦景気変動，⑧情報ネットワーク化などがあげられ，これら要因に
対してヒトとそのなかでも知識・情報・ノウハウというソフト面を最重視し，「個」を
尊重しつつネットワーク化によって上記の諸要因を結んでいくことこそが今後の企業
にとって最も重要なファクターであると指摘している。同時に，中小企業の国際化と
の関連において，いまや日本の中小企業も国際化への貢献の立場から国際的規模で多
国籍化していく姿勢の必要性を主張し，本章を結んでいる。
3 本書への若干のコメント
本書に貫かれている経済思想は，国際的な枠組みのなかでの産業・企業の有効な社
会的合理的分業関係の構築にある。部落産業の場合には，その望ましい分業関係の構
築にあたって単なる地場産業ないし中小零細企業のあり方としての視点からだけでな
く，不当な差別のなかで中小企業の最末端層に“しずめ石”として位置づけられてき
たという歴史的・社会的問題の解決＝「差別の撤廃」・「基本的人権の回復」と併せて
対策をたてる視点が必要である，というのが著者の基本的認識である。
しかしながら，部落産業に対する最近の政策展開は，同和対策の縮小・後退ととも
に一般的中小企業対策に組み込みれつつあり，それは事実上社会的問題と経済的問題
の分離のなかで産業としての切り捨てにつながる，と著者は鋭く洞察している。すな
わち，冷戦体制崩壊後の社会主義国を含む世界的規模での大競争を通じて，部落産業
は経済的問題としては内外市場において先進国・開発途上国との間で競合を強めてい
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る。さらに，例えば皮革・皮革靴産業においては IQ(輸入数量割当制度）からTQ
制度（関税割当制度）への制度転換によって国内への輸入品増大を倍加させる予想を
強くしているなど，その流れのままにあってはそもそも産業としての今後の存続•発
展自体が望み薄の実態にある。もとより，国際化・技術革新・情報化の潮流に対する
業界の積極的な対応努力と同時に，ファッション産業として発展させるという姿勢を
もってまずは有効で合理的な競争経済社会という土俵に乗せるための適切な施策が必
要ではある。しかし，日本における部落産業の歴史的差別の経緯とそれに関わって形
成されてきた二重構造，格差の拡大という「差別の再生産構造」からの脱却を脇に置
いた自助努力と一般的中小企業対策では産業としての本来的活力が生まれてこないこ
とは明らかである。それは，本書に示されているように日本における部落産業業種が
ヨーロッパでは伝統産業としての自信と政府・国民の支持とにより生き生きと活躍し
ている事実を見るとき一層明瞭である。著者が本書で産業構造論と産業組織論の上に
立って原点から部落産業問題の本質にアプローチし，総合的政策の重要性を強調され
ているのもまさにこの点の再確認にあるものと理解されるのである。
したがって，部落産業対策の基本は，やはり差別の撤廃，部落の完全解放と一体化
させての産業の存続•発展対策でなければならない。そのためには，著者が明言して
いるように，同和産業対策事業の不十分性を改善・補強することによって実のある総
論・基礎づくりを速やかに行い，その先に各論的・積極的施策を積み重ねつつ，絶え
ずフィードバックしながら先へ先へと補強していく対策が必要であろう。それこそが
国の責務を果たし，国民的課題に対する真の取り組みを示すものであり，それを実行
させるためにも「部落解放基本法」の早期制定が重要となっている。「人権問題の解決
なしに部落産業の存続•発展はもちろんのこと，日本の真の国際化もありえない。」こ
れが本書における国際比較を通じた部落産業研究から導きだされている結論と言えよ
うが，評者としてもこの考えにまったく同感する次第である。
本書は，部落産業研究の書ではあるが，同時に部落問題を通じての日本の人権問題
に対する思想の書でもある。著者の前著「日本経済と部落産業』（解放出版社， 1992年）
と併せて，あらゆる方面の方々に一読をお勧めしたい。
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